
ディプロマ・ポリシー 1. 知識・理解
法の理念および現実の社会における法の運用を踏まえて、法および政治について体系的に
学修し、法化社会・国際化社会に対応した法的素養を身につけている。

法職
コース
の例

ディプロマ・ポリシー 2. 汎用的技能
社会における各種の問題について、その要点を把握し、　　　　　　  必要な情報を収集・分析して、法的思考
に基づいた説得力ある解決指針をを示すことができる。

ディプロマ・ポリシー 3. 志向性
地域社会から国際社会に至る国内外の公共的事柄に関心と責任感を持ち、公平性と客観性を重視した
判断および行動ができる。
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コース基幹科目

憲法Ⅱ（統治機構）
行政法Ⅰ（行政法総論）
行政法Ⅱ（行政救済法）
刑法各論Ⅰ･Ⅱ
刑事訴訟法
民法Ⅳ（債権総論）
民法Ⅴ（親族・相続）
担保法
会社法Ⅲ
商法総則 ･商行為法
決済法
民事訴訟法Ⅰ･Ⅱ

刑法総論Ⅱ
民法Ⅲ（債権各論）
会社法Ⅱ

特別講義科目

公法特別講義Ｂ・Ｃ
私法特別講義Ｂ・Ｃ
政治学特別講義Ｂ
国際関係特別講義

公法特別講義Ａ
私法特別講義Ａ
政治学特別講義Ａ

法政基礎講座Ａ・Ｂ

特別演習科目

憲法特別演習Ⅰ・Ⅱ
行政法特別演習Ⅰ・Ⅱ
刑法特別演習
民法特別演習Ⅰ・Ⅱ
政治学特別演習
数的処理特別演習Ⅰ・Ⅱ
大学院準備演習

行政書士特別演習Ⅰ・Ⅱ
ＦＰ特別演習Ⅰ～Ⅳ

宅建士特別演習Ⅰ・Ⅱ

関連科目

国際経済学Ⅱ
国際経済学Ⅰ
経済学Ⅱ（マクロ経済学）
経済学Ⅰ（ミクロ経済学）
財政学

経営学総論Ⅱ
経営学総論Ⅰ
基礎経済学Ⅱ
基礎経済学Ⅰ
経済史総論

実務科目

企業法務と弁護士
裁判実務と弁護士
金融商品実務講座
司法書士実務講座Ⅱ

法と裁判Ⅱ
法と裁判Ⅰ
司法書士実務講座Ⅰ
行政書士実務講座
自治実務講座

演習科目

卒業論文

演習ⅢＡ

演習ⅢＢ

演習Ⅱ

演習Ⅰ

基礎演習Ｂ

基礎演習Ａ

キャリア

デザイン科目

キャリア実習Ⅱ
キャリアアップ講座（OB・
OGキャリアデザイン塾）
キャリア特別講座Ⅱ･Ⅲ

キャリア特別講座Ⅰ
キャリア実習Ⅰ
コミュニケーション力講座

キャリア形成講座
法学キャリア講座

総合科目

法学総合科目Ａ
法学総合科目Ｂ
法学総合科目Ｃ
法学総合科目Ｄ
法学総合科目Ｅ
法学総合科目Ｆ
法学総合科目Ｇ
法学総合科目Ｈ
法学総合科目Ｉ
法学総合科目J
法学総合科目K

語学総合科目Ａ
語学総合科目Ｂ

情報処理総合科目Ａ
情報処理総合科目Ｂ
情報処理総合科目Ｃ
情報処理総合科目Ｄ

留学生科目

日本の法律と政治
Ⅰ・Ⅱ

比較憲法
憲法特論Ｂ（総合）
環境法
租税法
地方自治法
刑事政策Ⅰ･Ⅱ
少年司法
応用刑法
応用民法
金融法
保険・海商法
ビジネス法特論
経済法

憲法特論Ａ（人権）
日本法制史
国際法（総論）
政治学Ⅱ
日本政治史Ⅰ･Ⅱ

知的財産法
国際取引法
執行 ･倒産法
労働法
社会保障法
西洋法制史
東洋法制史
法哲学
国際経済法
国際人権法
国連法
外国法Ａ（英米法）
外国法Ｂ（大陸法）
外国法Ｃ（アジア法）
行政学Ⅰ･Ⅱ

地方自治論Ⅰ･Ⅱ
法律外書講読
政治外書講読
法学情報処理応用

政治思想史
公共政策
国際社会論Ⅰ･Ⅱ
国際関係史
アジア･オセアニア
政治論
中東･アフリカ
政治論
北米･中南米政治論
ヨーロッパ政治論

International 
Affairs A ～ C
日本の歴史
西洋の歴史
東洋の歴史

コース選択科目

法学部専門教育科目　履修系統図

主要専門教育科目
憲法ⅠＢ（人権各論）　刑法総論Ⅰ　民法Ⅱ（物権）　会社法Ⅰ　国際法入門　裁判法
政治学Ⅰ　国際政治学

憲法ⅠＡ（人権総論）　刑法概論　民法Ⅰ（総則）

導入専門教育科目
法学入門　憲法と社会　刑法と社会　民法と社会　政治学入門　法学情報処理Ⅰ･Ⅱ
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